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Abstract 
GEM has played a valuable role in entrepreneurial research through 
providing chronological data showing the interdependence between 
entrepreneurial activities and economic development, in addition to the 
current scenario of new venture creation and its entrepreneurs’ profiles in 
each country. In the 2014 Report, however, the GEM framework was modified 
to analyze and evaluate entrepreneurial activities including TEA based on 
redefining EFCs to become the Entrepreneurship Eco-system. This 
modification should be appreciated for the author to present a similar 
research framework that proposes a three-layer analytical method with macro 
policies, meso-organization, and micro-entrepreneurial activities. Even so, 
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there are concerns that this modified GEM research framework may not work 
well to detect the interdependence between entrepreneurial activities and 
economic development. This study intends to show the limitation of this 
modified GEM research framework and the problem with macro policy in 
Thailand through a case analysis of a start-up venture’s failure in the IC 
front-end process. This venture was established by a visionary entrepreneur 
with a superior strategy to enter into the front-end process backed by a 











 2014 年以前のレポートでは、対象国を労働集約型経済（Factor-driven 
Economies）１、資本集約型経済（Efficiency-driven Economies）、知識集約型経
済（Innovation-driven Economies）という発展段階に区分したうえで、新規創
業条件（Entrepreneurial Framework Conditions、以下 EFCs という）を踏ま
え、対象国における新規創業活動（Total Early-stage Entrepreneurial Activities、
以下 TEA という）を数値化しつつ、新規創業活動を担う企業家の具体像を提示
するという調査フレームワークが採用されていた。これに対し、2014 年レポート
では、EFCs を各国のマクロ政策とは区分された Entrepreneurship Eco-system
（以下「創業エコシステム」という）と再定義したうえで、Social Values Towards 


























かわらず、日本の TEA は 3.8 であり、タイの 23.3 を大きく下回っていた。しか
も、タイの高い TEA は経済発展に寄与しえてはいなかったのである。 
タイは、これほど高いTEA を示しながら、「中進国の罠」を脱出できない。言
い換えれば、EFCs から構成される創業エコシステムの日タイ比較だけでは、タ







程に挑み５、破綻を余儀なくされた Alphatec Electronics Public Company 








GDP 比率も 1990 年の 3.6％から 2006 年の 13.1％へ増加した。輸出品目を見る
かぎり、資本集約型経済に転位したようにも見える。だが、リーマンショック以



















かわらず、日本の TEA は 3.8 であり、タイの 23.3 を大きく下回っていた。しか
も、タイの高い TEA は経済発展に寄与しえてはいなかったのである。 
タイは、これほど高いTEA を示しながら、「中進国の罠」を脱出できない。言
い換えれば、EFCs から構成される創業エコシステムの日タイ比較だけでは、タ







程に挑み５、破綻を余儀なくされた Alphatec Electronics Public Company 








GDP 比率も 1990 年の 3.6％から 2006 年の 13.1％へ増加した。輸出品目を見る
かぎり、資本集約型経済に転位したようにも見える。だが、リーマンショック以














































げることができた。この結果、1993 年、創業から僅か 4 年でタイ証券取引所に
上場したのである。 
図－1 タイの経済成長：1952-2008
出所：Intarakumnerd& Lecler (2010), p.101から転載
 Alphatec 社は、米国の上位 10 社の IC メーカーのうち、テキサスインスツル
メント社(以下TI 社という)、アドバンスト・マイクロ・デバイス社、サイプレス
セミコンダクター社など 7 社と取引し、1996 年には、1,700 人の従業員を雇い、




 チャーン氏は、Alphatec 社を上場させた後、IC 前工程への参入を図り、
Alphatec グループとして、独立系 IC メーカーへ向けた新たな戦略を実現しよう
とした７。1994 年、総額 11 億ドルに上る前工程企業として、SubMicron 
Technology PLC（以下 SubMicron という）を創業する。SubMicron は、ロック
ウエル・セミコンダクター・システムズ社から技術導入を図り、当時としては最
先端の 8インチ汎用CMOS-ICウエハーを週 5,000枚生産する能力を持つ予定で
あった。また、TI と合弁で Alpha-TI Semiconductor Ltd.（以下 Alpha-TI 社と







げることができた。この結果、1993 年、創業から僅か 4 年でタイ証券取引所に
上場したのである。 
図－1 タイの経済成長：1952-2008
出所：Intarakumnerd& Lecler (2010), p.101から転載
 Alphatec 社は、米国の上位 10 社の IC メーカーのうち、テキサスインスツル
メント社(以下TI 社という)、アドバンスト・マイクロ・デバイス社、サイプレス
セミコンダクター社など 7 社と取引し、1996 年には、1,700 人の従業員を雇い、




 チャーン氏は、Alphatec 社を上場させた後、IC 前工程への参入を図り、
Alphatec グループとして、独立系 IC メーカーへ向けた新たな戦略を実現しよう
とした７。1994 年、総額 11 億ドルに上る前工程企業として、SubMicron 
Technology PLC（以下 SubMicron という）を創業する。SubMicron は、ロック
ウエル・セミコンダクター・システムズ社から技術導入を図り、当時としては最
先端の 8インチ汎用CMOS-ICウエハーを週 5,000枚生産する能力を持つ予定で
あった。また、TI と合弁で Alpha-TI Semiconductor Ltd.（以下 Alpha-TI 社と





技術を活用した DRAM 組立工程を担う Alpha Memory をTI と台湾のPC メー
カーAcer との合弁で新規創業したのである。 
これら新設企業の工場は、Alphatec 社から 9 キロ離れたチャチェンサオ県ワン















動因が軍需にあったことは周知である（Kenny, 2000, p. 67）。日本でも、80 年代






実現したのである（垂井康夫, 2000, 165 ページ）。 
 タイ政府も、半導体製造技術の研究開発と人材育成のため、1995 年 10 月、Thai 
Micro-Electronics Center (以下 TMEC という) の創設を決め、半導体製造のパ
イロットプラントを設置して技術開発と人材育成を行い、その成果を民間企業に
移転しようとした（TMEC 資料）。TMEC は、国家科学技術開発機構 (National 
Science and Technology Development Agency、以下 NSTDA という) の
National Electronics and Computer Technology Center (以下 NECTEC という) 
傘下の技術開発センターとして創設された。だが、TMEC は、NECTEC をはじ
めNSTDAの研究所が集積するバンコク北部のパトムタニ県ランシットのサイエ
ンスパークではなく、バンコク南部 Alphatec Technopolis の隣接地に創設された











Alphatec Technopolis には給水施設と 400MWh の発電所が建設されることにな
っていた。この給水施設と発電所の建設費だけでも 5.5 憶ドルにのぼり、Alphatec 
Technopolis 造成費用総額 7.5 憶ドルの 70%以上を占める巨額な投資となってい
たのである。 
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の支援が実行される直前の 1997 年６月、US ドル建て転換社債 4,500 万ドルの利
払いが滞ったため、期限の利益喪失により 3 億 7,300 万ドルの債務不履行に陥っ
た。この債務不履行を受けて、クルンタイ銀行を中心にした債権者が集まり、再
建計画が検討され始めた。5 月には 300 バーツ台を維持していた株価も 6 月には
100 バーツに大きく下げ、Alphatec 社の信用不安が危惧されることになったので
ある。 
 こうしたなか、1997 年 7 月 2 日にバーツ危機が生じ、バーツは大幅に切り下
げられた。外資が一斉に引き上げられるなか、Alphatec 社に対する債権回収が強
行され、運転資金も失われ、企業活動は停止を余儀なくされる。さらにプライス
ウオーターハウスがチャーン氏の不明な資金取引を指摘したため、7 月 28 日、
Alphatec社は上場廃止とチャーン氏の退任を発表する。TIも合弁契約を解約し、
IC 前工程への参入計画も頓挫することになった。その後、COO として IC 生産
の実務を担ってきた R・モラーツエンが CEO になり、1998 年 4 月に制定された
タイ版チャプター11 の第 1 号案件になるが、クルンタイ銀行を中心とするタイ側
債権者と外国側債権者の同意が得られず、Alphatec 社は再建されなかった。こう


















れていたに過ぎない（Intarakumnerd et al., pp.1450～1451）。結果として、財
政負担を伴い、長期間を要する電力供給などのインフラ投資は劣後することにな
る。実際、電力についていえば、タイ発電公社（EGAT）の買電比率は、1995 年
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貴重なご指摘を頂いた 2 名の匿名の査読者にお礼を申し上げたい。 
                                                  
【注】 
１ 経済発展段階の邦語訳は、2014 レポートが典拠としたWorld Economic Forum(2013)  
pp.3~11 の定義規定を踏まえ、筆者が意訳したものである。 
２ 2014 レポートにおける「企業家活動（Entrepreneurial Activity）」には、新規創業した企業
家（TEA）に加え、社会起業家（Social Entrepreneurial Activity、SEA）及びコーポレート
ベンチャー企業を担う社員企業家（Employee Entrepreneurial Activity、EEA）が含まれる




で、TEA の減少を補う企業家活動としてSEA やEEA が付加されたのである。この付加につ
いても、その妥当性が検討されねばならない（2014 レポート, 51~53 ページ）。 
４ 「中進国の罠」とは、「中所得国の罠」「開発の罠」などとも呼ばれ、低所得を前提にした労
働集約型経済成長がもたらした所得増加により成長が行き詰まるなか、高所得をもたらす資
本集約型経済への転位もできない状態を意味する（末廣, 2014, 125~127 ページ）。「国民一人
当たりGDP が 5,500 ドル近いタイは、まさにこのまっただ中にある。持続的成長を目指すに




捺印、試験などから構成される後工程に区分される（菊池, 2012, 第 2~3 章）。 
６ チャ―ン氏とは、2013 年 2 月 18 日に面談する機会を得た。その際、本件に関する、貴重な
情報の提供を受けた。記して謝意を表したい。なお、Alphatec 社及びそのグループ各社に関
する記述は、チャ―ン氏提供資料及びGilson（2010）による。 
７ Alphatec グループは、Alphatec 社を中核企業とし、同社とチャ―ン氏が過半数を所有するこ
とによって、集権化された企業群から形成されていた。主な企業は、Alphatec 社、上海市と
Micron Technology との合弁企業Alpha Electronics Shanghai、Alpha Electronics USA（米
国カリフォルニア州）、米国 Indy 社を買収し、企業名を変更したDigital Test Services（米国
カリフォルニア州）、タイ最初の半導体工場をNational Semiconductor から買収したNS 
Electronics Bangkok、Thai Micro System、Micron Group などの IC 後工程を事業目的にす
る企業群に加え、電話機や通信機器のOEM 生産を行うAlphatel やAlphasource、LAN な
どの通信ネットワーク企業であるAlpha Stone InternationalやAlpha Commsatなどである
（Gilson op.cit., p 380 及び p. 397）。さらに、保険会社やリース会社も所有していた。株式上
場後、これら企業に加え前工程のSubmicron、Alpha-TI Semiconductorなどが新たに創業
されることになった。 
８ 米国 IC メーカーの良品比率 60~70%に対し、日本メーカーは 90%を超え、納品スピードも
米国メーカーの 2 倍速であったと指摘されている。しかも、日本メーカーは、政府と結託し、
補助金まで受け、企業秘密を盗むといった、違法行為で攻勢を強めたと非難された（マロー
ン, 2015, 322~328 ページ）。日本の強固な産学官連携に対応すべく、米国は、MCC の実験と
その成果を踏まえ、1984 年国家共同研究法（National Cooperative Research Act of 1984）
において、Pre-competitive R&D における産学官連携を法認しただけでなく、SEMATECH




                                                                                                                            
ようとするタイ企業の技術的問題解決の支援をするなど、設立目的を果たしているとの評価
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